








はじめに 

 周産期医療は人間の誕生をはさむ一時期の母体と児を対象とした医療である。周産期と

いう概念が確立する以前、この領域での医療は産科と小児科という 2 つの異なる分野で

個々にいとなまれ、発展してきた。 

 小児科医療の中での新生児・未熟児医学の確立は、医療面では NICU の設立と充実という

形で反映され、今日のわが国での周産期死亡率の低下に大きな役割を果してきたことは言

うまでもない。一方、産科領域においても胎児医学の急速な進歩に伴い、医療の場で収集

しうる胎児情報は量的にも質的にも飛躍的に拡充し、胎児を医療の対象として位置づけ管

理していくことが現実のものとなってきた。この様な両分野での発展が、従来両者を区分

してきた分娩という現象を越えて、胎児から新生児までの人間の発達の一過程を連続した

ものとして把えた統一的医療供給という周産期医療の概念を成立させてきた。 

 周産期医療の概念の確立と個々の分野での先進的研究の存在が多くの病的胎児、新生児

の救命に貢献してきたとはいえ、目を転じて社会への効果、すなわち社会的要求を満す医

療の供給という側面から周産期医療をみると、いまだ多くの未解決の問題が存在すること

は認めざるをえない。その中の重要な課題の 1つが、周産期にかかわる医療の地域の現状

に即したシステムの構築の問題である。今日の胎児・新生児医学・医療の進歩は、人間の

生殖に関する社会的要望も考慮した、新しい質を内包した地域の周産期医療システムヘの

模索を要求している。本研究班の最終目標は、この医療システムの構築に関して方策を提

言することである。 

 昭和 61 年度は、この課題を遂行していくための基礎的資料、情報の収集のために研究協

力者の所属する地域、施設の実態の把握に重点をおいて研究をすすめてきた。ここでは、

地域における医療システム構築の基本となる患者の搬送、医療情報の伝送、システム設計

の三要素についてその実態とそれに対する考察を報告する。 


